
高槻市産業・観光振興ビジョン実施計画事業実績一覧Phase１（R３～R5）＜商業分野＞
【将来のイメージ】

基準値 目標値

（R１） （R５）

中心市街地のにぎわい
創出イベントの支援

〇中心市街地の活性化に資するにぎわい創出イベントを支援
する

・「たかつきアート博覧会」の開催を支援し、イベン
ト実施による賑わい創出に取り組んだ。
・阪急高槻市駅前広場で開催される「ＴＡＫＡＴＳＵ
ＫＩ唄まきStatioN」に対して後援を行った。
・手作り作家のクリエイターズマーケット「福寿マル
シェ」に対して後援を行った。
・高槻市内の飲食店、NPO等の非営利団体、クリ
エイター等が出店するイベント「高槻グルメピクニッ
クフェスin安満遺跡公園」に対して後援を行った。
・仮装パレードや仮装大賞など、高槻城北通事業
協同組合主催の地域の商店とのふれあいを通じ
てコミュニティーのつながりを育む「高槻城北ハロ
ウィンフェスティバル2022」に対して後援を行った。

イベント支援
件数

年6件
合計18件

10 9
予定を上
回った

19 106%
コロナ終息に差し掛りイベントが増
加すると予想される中、迅速・適切
に後援等の支援を行う必要がある。

【成果維持】
市内の消費喚起及びにぎわい創出
など中心市街地の活性化に資する
イベントについて、引き続き広報面
等において支援する。

実施 → → 産業振興課 イベント主催団体

各種イベントと商業の
連動促進

〇市と中心市街地活性化協議会が各イベント主催団体と商
店・商店街等の間を仲介しイベント開催と合わせた売り出しや
店頭販売、イベントへの店頭参加等、イベント客の域内消費
を促す

11月5日開催の「たかつき産業フェスタ」において、
買い物行動の変化（目的地に訪問した後、商店街
への誘導手段があれば商店街での買い物が増え
るかどうか）の可能性を探る社会実験を目的に、
来訪者をトゥクトゥクにより高槻センター街へ誘導
する取組を行った。

商業と連動し
たイベントの
支援件数

年1件
合計2件

1 1
予定通り
実施

2 100%

実施したイベントの効果が一時的な
ものとならないよう引き続き、地域
に根差した身近なお店の魅力を発
信する「バイローカル」な視点を取り
入れたイベントを検討・実施する必
要がある。

【成果維持】
イベント主催団体に迅速に働きかけ
られるよう、商店・商店街等と連携
し、イベント等で取り組み可能な販
売促進活動等の整理に努める。

実施 完了 産業振興課

中心市街地活性
化協議会
イベント主催団体
商業団体

経営相談窓口

〇創業に必要な手続きや融資に関して相談できるワンストッ
プ相談窓口を産業振興課内に設置する
〇高槻商工会議所が行う経営・税務・労務・金融などの各方
面にわたる専門家派遣事業等を支援する

・ワンストップ相談窓口にて創業希望者に対して開
業手続きや事業計画の作成に関する助言等を
行った。
・高槻商工会議所が行う専門家派遣事業等を支援
した。

相談件数
年130件
合計390件

307 303
予定を上
回った

610 156%

創業相談については経営に関する
専門性が求められるため、人材育
成や商工会議所との連携強化が必
要となる。

【成果維持】
高槻商工会議所と連携しながら、ワ
ンストップ経営窓口を起点とした創
業しやすい環境づくりを行う。

実施 → → 産業振興課
商工会議所
金融機関

起業・創業セミナーの
開催

〇起業を考えている方を対象に入門編にあたる「スタートアッ
プセミナー」を開催する
〇起業に必要な知識やスキルの習得するための連続セミ
ナー「創業塾」を開催する

・起業を考えている方を対象に入門編にあたる「ス
タートアップセミナー」を開催した
・起業に必要な知識やスキルを習得するための連
続セミナー「創業塾」を開催した

セミナー開催
件数

年13件
合計39件

13 13
予定通り
実施

26 67%

コロナ終息に差し掛り、受講生同氏
の交流によるネットワーク作りに寄
与するなど、セミナーの内容の充実
させる必要がある。

【成果維持】
高槻商工会議所と連携しながら、受
講者アンケート等を参考に研修メ
ニューや講師の更新を図る。

実施 → → 産業振興課 商工会議所

高槻“魅力あるお店（飲
食店・小売店）″応援プ
ロジェクト

〇市内への新規出店者に対する補助制度により、まちのにぎ
わいと話題づくりにつながる魅力的な店舗を支援する

「高槻‟魅力あるお店”応援プロジェクト」の対象と
なる市内の出店者を年3回募集し、事業計画書が
13件申請されたうち5が採択され、店舗改装費に
対し補助を行った。

事業計画書の
申請件数

年12件
合計36件

5 13
予定を上
回った

18 50%
市外事業者に向けた情報発信力の
点で弱さがある。

【成果維持】
SNS等の新しい周知方法の活用を
検討するとともに、チラシの配架等
に関する連携先を増加させていく。

実施 → → 産業振興課 事業者

商工会議所主催のクリエイターとのマッチング事
業「高槻クリエイティブ共創プロジェクトミーティン
グ」を開催するなど、各分野の事業者に対し自社
商品等に関するブランディング支援を行った。

セミナー開催
件数

年1件
合計1件

1 1
予定通り
実施

2 200%
ブランディング支援と並行して市内
の魅力あるお店や隠れた逸品等を
発掘し、宣伝する必要がある。

【成果維持】
商工会議所や金融機関等と連携
し、市内事業者の魅力的な取組や
商品に関する情報交換を進めると
ともに、広報誌や市HP、SNS等の
有効活用方法を検討する。

調査
研究

検討 検討・実施 産業振興課
商工会議所
事業者

新規事業者の開拓や既存事業者への新規返礼品
登録に向けての協議を行った結果、目標を大幅に
上回ることができた。

ふるさと寄附
金新規返礼品
登録数

年10件
合計30件

162 169
予定を上
回った

331 1103%
地域の隠れた逸品等をいかに発見
し、新規登録に結び付けていくか。

【成果維持】
関係課や委託先のJTB等と連携を
図りながら、新規事業者の開拓、新
規返礼品の登録を進めていく。

実施 → →
観光シティ
セールス課

事業者

③商工業の連
携創出支援

市内製造業が持つ技術と商業者との連
携による新商品や新役務の開発等、市
内産業全体のさらなる活性化につなげる
新たな取組を支援していく。

ものづくり企業交流会
の開催

〇事業者同士の交流を促進し、新商品や新役務の開発につ
ながる企業間連携を支援する

ものづくり企業交流会の食品Gによるイベントを通
じて、企業間の交流を促進した。

事業者交流会
の開催件数

年1件
合計2件

1 1
予定通り
実施

2 100%

定期開催のイベントのため安定した
運営がなされているが、内容が定
型化している面もあるため、新規性
のある取組があれば、企業間交流
の更なる活性化が期待できる。

【成果維持】
ものづくり企業間の交流を活性化す
るため、新たなイベント企画等に資
する情報の提供・交換に努める。

検討 検討・実施実施 産業振興課 事業者

〇商業団体が行う消費者と一体になって実施するイベント等
に対して商業団体振興補助金（組織強化事業・情報化システ
ム構築事業）を交付する

・商業振興のためのイベント等の事業に取り組む
商業団体に対し「商業団体振興補助金」による支
援を行った。
・ホームページのリニューアルに対し、「商業団体
振興補助金」を交付し、システム構築にかかる支
援を行った。

補助金の交付
件数

年14件
合計42件

6 10
予定を下
回った

16 38%

商店街等の商業団体は、地域商業
の担い手であると同時に市民を対
象とした地域活動に取り組む主体
でもあるため、地域経済及び街のに
ぎわいの活性化のため継続的に支
援する必要がある。

【成果維持】
引き続き商業団体振興補助金制度
を活用し、商店街組織や小売市場
が取り組む組織強化につながる地
域イベントの開催等に対して支援を
行う。

実施 → → 産業振興課 商業団体

〇地域貢献の誘導による「地域における商業の活性化に関
する条例」を推進する

市内商店街に新たに立地された事業者等に条例
の周知にかかるリーフレットを配布し、商業団体等
への加入促進に努めた。

事業者及び大
型店への条例
周知

年30件
合計90件

30 30
予定通り
実施

60 67%
商業団体等の加入件数が横ばいま
たは、減少傾向にある。

【成果維持】
引き続き商業団体に向けリーフレッ
トを通じて周知を行い、さらに本市
支援施策等を通じて商業団体等へ
の加入を促進する。

実施 → → 産業振興課 事業者（大型店）

職員による商店街等へ
の訪問

〇職員の商店街等の訪問を通じたきめ細かい情報収集及び
国等の施策を周知する

商店街等を訪問し、コロナ禍での組合員等の経営
状況にかかる情報収集及び国等の給付金や補助
金に関する周知等に努めた。

訪問件数（情
報収集・発信）

年60件
合計180件

92 86
予定を上
回った

178 99%

国等の各種給付金は社会情勢に応
じて多様に展開されるため、正確か
つ迅速に情報収集し提供する必要
がある。

【成果維持】
引き続き正確かつ迅速な情報収集
に努め商店街等に提供する。

実施 → → 産業振興課
商業団体
事業者

②地域資源を
活かした商業
振興

市内の商店街は市民にとって単なる買い
物の場所に留まらず、地域コミュニティの
担い手としても期待されており、まちづく
りに必要な一つの地域資源と言えること
から、商店街による防犯カメラの設置等、
安全・安心のための取組や、交流施設の
設置等の公共的な役割を深める取組を
支援する。
また、魅力と個性にあふれる個店につい
ては、集客力の強化と地域の活性化に
繋げていくため、市民や来訪者に対し、
デジタル技術を活用した情報発信に取り
組むとともに、新たな商業振興策につい
ても検討する。

商業団体の施設・設備
等の新設等支援

〇商業団体が行う地域住民の安心・安全な生活環境維持の
為の施設・設備等の新設等に対し、商業団体振興補助金（街
なみ整備促進事業・共同施設設置整備事業）を交付する

商業団体が行う街路灯の塗装や補修に対し「商業
団体振興補助金」を交付し、地域団体としての基
盤整備を支援した。

補助金の交付
件数

年2件
合計6件

2 1
予定を下
回った

3 50%

商業団体が管理する施設等の老朽
化が進んでいるものについては改
修工事等の積極的な働きかけが必
要である。

【成果維持】
商店街が管理する施設等の維持・
管理は地域住民の安心・安全の確
保に繋がることから、引き続き状態
も把握に努めるとともに商業団体振
興補助金の交付により支援する。

実施 → → 産業振興課 商業団体

関係団体と連携した情
報発信

〇国、府、商工会議所、金融機関等との連携による事業承継
の早期着手を促す施策や啓発セミナー等を周知する

事業承継に関する情報をメールマガジンにより市
内企業約90社に配信し、関連資料を窓口配架し
た。
大阪府事業承継・引継ぎ支援センターの協力機関
として事業承継の案件把握に努めた。

情報発信件数
年3件
合計9件

2 3
予定通り
実施

5 56%
事業承継問題については、企業の
機密情報であることから情報を得る
機会が少ない。

【成果維持】
引き続き事業承継に関する課題を
抱える企業ニーズの把握に努め、
適切な支援情報と支援機関等との
マッチングを図る。

実施 → → 産業振興課
国、府、商工会議
所、金融機関

中小企業資金融資制
度

〇セーフティネット保証等に係る融資相談・認定を行うととも
に、高槻市中小企業者資金融資制度による融資のあっせん
を行う

事業資金の融資を検討している事業者に対して融
資相談を行い、活用可能な融資制度に関して情報
提供を行うとともに、高槻市中小企業事業資金融
資制度による融資のあっせんを行った。

中小企業融資
相談件数

年600件
合計1800件

409 559
予定を下
回った

968 54%
事業資金の融資を検討している事
業者を継続的に支援する必要があ
る。

【成果維持】
引き続き高槻市中小企業事業資金
融資制度の周知、あっせんを行うと
ともに、事業資金の融資を検討して
いる事業者を支援する。

実施 → → 産業振興課
国、府、信用保証
協会、金融機関

実施件
数合計

①中心市街地
の活性化

①商店街等の
活性化

「育てる」

240件
(R3～5)

市内の消費を喚起するだけでなく、市外
からの来訪者の市内回遊の起点とする
ため、来訪者の第一印象を高め、本市へ
の期待を高める「にぎわいの創出」に向
けた取組を支援していく。

③事業承継と
事業継続に向
けた支援

市内商店街等の組織強化に向けて、市
内の商店街等が行うイベント等、様々な
取組による賑わいの創出や地域コミュニ
ティ形成、キャッシュレス化等、変化する
消費者ニーズや環境に対応するための
取組を支援する。

②起業・創業
支援

創業意欲を持つ人がチャレンジできる環
境を整え、新たな店舗や事業者の創出を
促進する。
「創業しやすい街」という印象や「創業す
るなら高槻で」といった機運の醸成に向
けて、関係機関等との連携を強化し、地
域ぐるみで創業支援に取り組むとともに、
創業後のフォローについても検討・実施
する。　
また、話題性や集客力のある飲食店・小
売店を増やし、地域の魅力向上を図るた
め、個性的な飲食店や逸品に光を当てブ
ランディング支援・PRをしていくとともに、
さらなる創業支援施策の拡充を検討す
る。

国、府、商工会議所、金融機関等、多様
な支援機関と連携し、適切な支援につい
て検討する。
また、外的要因等により経営に影響を受
けた事業者の資金調達の円滑化を図る
とともに、自然災害等への事前の備えや
事後のいち早い復旧のための取組につ
いて、商工会議所と連携した支援を行う。

市内の店舗は常に消費者ニーズやトレンドに合わせて、既存顧客の維持と新規顧客獲得策を検討しながら活発に営業している。
魅力的な店舗が多いことから「高槻市内に出店している」ということが一つのステータスになり、創業・出店を希望する人で溢れている。また、空き地や空き店舗も様々な形で有効活用されている。
商店街は単なる買い物の場に留まらず、地域住民の交流の場となり、中でも中心市街地は「街の玄関口」として市内外からの来訪者が集まり、多くの人が楽しめる空間となっている。

79件

事業・取組 事業内容 担当課 主な連携先

実施スケジュール

基本目標 施策の方向

「生み出す」

R3 R4 R5

施策KPI

指標

創業支援
件数

商業団体のにぎわい創
出に向けた取組を支援

活動指標

項目 予定数

魅力ある飲食店・逸品
等ブランディング支援

〇高槻商工会議所や金融機関等と連携し魅力ある飲食店や
地域の隠れた逸品等のブランディングが図られる取組に対し
て支援する

取組実績

実績件数

R3 R4 R5
評価 進捗率 現状の課題 今後の方向性

商店会新
規加入店
舗数

10件
30件
(R3～
5)

中小企業
融資あっ
せん件数

143件
450件
(R3～5)

資料１－２



基準値 目標値

（R１） （R５）

実施件
数合計

事業・取組 事業内容 担当課 主な連携先

実施スケジュール

基本目標 施策の方向
R3 R4 R5

施策KPI

指標

活動指標

項目 予定数
取組実績

実績件数

R3 R4 R5
評価 進捗率 現状の課題 今後の方向性

①中心市街地
におけるエリ
アマネジメント
の支援

民間事業者等を中心とした、街の様々な
課題解決に向けた取組や、安全で快適
かつ魅力ある中心市街地の「まちづくり」
を支援していく。

「エリアマネジメント」の
実施主体の支援

〇中心市街地活性化協議会の円滑な運営と、協議会メン
バーの自主的なまちづくり活用を支援する

新型コロナウイルスの影響による中心市街地活性
化協議会の書面開催を支援した。

中心市街地活
性化協議会の
運営補助件数

      年1回
   合計3回

1 1
予定通り
実施

2 67%

中心市街地活性化協議会について
書面での開催になったため、本市
の課題解決に向けた意見交換が十
分にできなかった。

【成果維持】
コロナ終息に差し掛かり、対面での
協議会を開催して中心市街地活性
化基本計画第2期の総括を共有す
るとともに、計画終了後も協議会構
成員の様々な課題解決に向けての
取組を支援していく。

実施 完了 産業振興課
中心市街地活性
化協議会

②支援策の積
極的活用

ハード・ソフト両面の環境整備を行うこと
で、人が集い、回遊しやすい環境整備を
推進する。そのための支援策の積極的
活用を促進する。

商業団体のハード・ソフ
ト両面の環境整備の支
援

〇商業団体が行う商業振興につながる各種取組に対し、商
業団体振興補助金を交付する

・商業振興のためのイベント等の事業に取り組む
商業団体に対し「商業団体振興補助金」による支
援を行った。
・ホームページのリニューアルに対し、「商業団体
振興補助金」を交付し、システム構築にかかる支
援を行った。

補助金の交付
件数（全事業
のうち中心市
街地分）

年8件
合計24件

4 5
予定を下
回った

9 38%

商店街等の商業団体は、地域商業
の担い手であると同時に市民を対
象とした地域活動に取り組む主体
でもあるため、地域経済及び街のに
ぎわいの活性化のため継続的に支
援する必要がある。

【成果維持】
引き続き商業団体振興補助金制度
を活用し、商店街組織や小売市場
が取り組む組織強化につながる地
域イベントの開催等に対して支援を
行うとともに、基盤施設の整備に対
し支援を行う。

実施 → → 産業振興課 商業団体

①個店や商店
街等の取組を
通じた支援施
策の発信

市内の魅力ある個店や商店街等の取組
を通じて市の支援施策を広く紹介・発信
し、創業者に選んでもらえる街を目指す。
また、創業者同士のネットワークを活かし
たソーシャルネットワーク上での情報発
信を促進する。

スタートアップ企業等の
情報発信支援

〇創業・個店支援事業を活用して開店した店舗の紹介冊子
の作成や創業塾等での起業家による体験談を実施する
〇金融機関、市内事業者及び庁舎内に施策スペースを設け
るなど市の支援施策を広く発信する
〇ソーシャルネットワーク上での定期的な情報発信を行う

・創業・個店支援事業を活用し、創業された方の店
舗を紹介する冊子「グルメガイド」を3,500部作成・
発信を行った。また、創業塾では当該塾の卒業生
による体験談を実施した。
・創業・個店支援事業を広く周知すべく、市内金融
機関、市内・市外の民間事業者等に向けてチラシ
を配布した。
・本市の広報誌・ホームページ等にも当該事業に
関する概要等を定期的に掲載し、情報発信を行っ
た。

情報発信件数
年93回
合計279回

244 249
予定を上
回った

493 177%

市の支援施策を広く紹介・発信する
ため、チラシの新たな配布先の確
保や広報にかかる有効な方法を積
極的に検討する必要がある。

【拡充】
チラシを配布する金融機関等を拡
大するとともに、ホームページや
リーフレット等のコンテンツの見直し
やＳＮＳ等の新しい情報発信手段
の活用を検討・実施する。

実施 → → 産業振興課 事業者

②商業団体等
によるにぎわ
い創出活動の
発信

市内の商業団体が行う集客イベントや、
創業者同士が連携して取り組む新たなに
ぎわいの創出につながる取組等を効果
的に発信することで本市の魅力を伝え、
市内外からの集客を図る。

商業団体等が取り組む
イベント等の情報発信

〇市内の商業団体等が行う集客イベント等をメールマガジン
や市広報誌等を通じて広く発信し、にぎわいの創出につなげ
る
〇体験交流型観光プログラム「オープンたかつき」を通じて市
内の魅力ある個店等の魅力を市内外に発信する

・福寿マルシェ、たかつきアート博覧会、高槻グル
メピクニックフェスin安満遺跡公園等の集客イベン
トを市広報誌、ホームページ等を通じて情報発信
を行った。
・民間主催イベントの後援をするとともに、告知に
協力した。
・オープンたかつきにおいて個店等の魅力を伝え
るプログラムを実施した。
・市内の商業団体等が行う集客イベントを後援し、
広報掲載等協力した。

情報発信件数
年42回
合計126回

48 43
予定を上
回った

91 72%

・既存の媒体による発信は定期的
に実施しているが、更に発信力を高
め集客に繋げる必要がある。
・継続して個店側に協力を呼び掛け
るとともに、新規開拓を行う必要が
ある。

【成果維持】
・既存媒体の使用においてもより効
果が期待できる方法を模索するとと
もに、SNS等の新たな媒体の活用を
検討し、引き続き効果的な情報発
信を行う。
・今後もイベントの後援やオープン
たかつきのプログラムを通じて、街
のにぎわいを創出する取組の発信
に努める。

実施 → →
産業振興課
観光シティ
セールス課

商業団体
事業者

中心市街
地の歩行
者通行量

78,266
人／日

「整える」

405回
(R3～5)

131回
施策情報
紹介件数

「伝える」

81,444
人／日
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基準値 目標値
（R１） （R５）

企業立地のための土
地情報の収集と紹介

○企業ヒアリングによる企業の立地動向情報と市内空き土地
データの収集と更新を行う
○収集した空き土地データを用いた企業立地候補地の紹介
を行う

市内の企業向け用地の情報収集を行い、得られ
た情報を元に管理台帳を作成し、希望する事業者
等に用地情報の提供を行った。

情報収集件数
年12件
合計36件

15 4
予定を下
回った

19 53%

市内において新たに企業が立地す
るために適した用途・規模の用地
が少なく、用地情報のストックが少
なくなっている。

【成果維持】
用地が少ない中でも、企業による
立地検討の問合せやニーズはある
ため、工場跡地や遊休地などの企
業立地に特化した産業用地の情報
収集の強化を図る。

実施 → → 産業振興課
金融機関
不動産業者

市外企業の立地促進
○企業立地促進条例に基づき、企業の事業所新設を奨励す
ることで、市外から新たな企業を誘致する

市外の企業から立地に関する希望条件等をヒアリ
ングし、立地の可能性を有する用地の紹介及び情
報交換を行った。

市外企業への
ヒアリング件
数

年5件
合計15件

11 4
予定を下
回った

15 100%
立地の可能性が見込まれる市外企
業の選定及びアプローチ方法を整
備する必要がある。

【拡充】
新たな立地計画や設備投資の可
能性が高いと見込まれる、国等が
選定する優れた取組を行う市外企
業など、対象を絞ったヒアリングを
行う。

実施 → → 産業振興課 ―

ビジネスマッチングの
実施

○ビジネスコーディネーター派遣事業の実施による、企業間
のビジネスマッチング、技術開発、販路開拓等に向けた支援
を行う

食品ロスの削減や虫害の低減などに関する社会
課題の解決に関する企業間のビジネスマッチング
を支援した。

マッチング支
援活動数

年10件
合計30件

3 2
予定を下
回った

5 17%

コロナ禍によるオンライン面談が前
提となる状況は解消したものの、イ
ノベーションや新技術に関する情報
は不足しているため、効果的な情
報収集の方法を検討する必要があ
る。

【成果維持】
社会課題等との関連があると期待
される市内大企業へのヒアリングを
通じて、市内中小企業との先進的
なマッチングを図る。

実施 → → 産業振興課 ―

新たな技術の実装の
場・テストフィールドの
検討

〇AIやロボット、フィンテック等の新技術を活用した製品・サー
ビスの開発を支援する場を検討する

顔認証によるセキュリティ管理における新技術を
用いた市内企業の先進的な製品に関するテスト
フィールドの場を設けた。

テストフィール
ドの場の開拓

合計1件 0 1
予定通り
実施

1 100%
先進的な技術を保有する市内企業
に関する情報収集の方法を検討す
る必要がある。

【成果維持】
新技術を活用した製品・サービスを
保有する企業の情報収集を継続す
る。

調査
研究

検討 実施 産業振興課 商工会議所

③新たな土地
利用の検討

新名神高速道路の高槻ジャンクション・
インターチェンジや新駅設置等に伴い、
周辺沿道における土地利活用の検討に
ついて、関係部署が連携を図りながら、
地権者の意向確認をふまえ、工業系土
地利用の可能性について検討する。

土地活用に向けた調整
○成合南土地区画整理事業への技術的支援を行う
○企業進出ニーズの把握を行う

・進出予定企業へヒアリングを行い、ニーズに応じ
た支援制度に関する情報提供を行った。
・新たな土地の利活用を実現するために事業を実
施している成合南土地区画整理組合に対し、補助
金の確保や技術支援を実施した。

土地区画整理
事業地内への
工業系企業の
進出数

年0～3件
合計3件

2 3
予定通り
実施

5 167%

・企業ごとの計画や操業開始に向
けたスケジュールに応じて、適切な
時期に有用な情報提供を行う必要
がある。
・新たに整備した大街区について
は、すべての街区で進出企業が決
定した。

【成果維持】
・立地予定企業に対して、引き続き
的確なニーズの把握を行うことで、
適切な支援施策等の情報提供を行
う。
・個人所有の個別利用街区につい
て、注視する。

実施 → → 都市づくり推進課

産業振興課

事業者
金融機関

ビジネスマッチングの
実施

○ビジネスコーディネーター派遣事業の実施による、企業間
のビジネスマッチング、技術開発、販路開拓等に向けた支援
を行う

市内中小製造業等にビジネスコーディネーターを
派遣し、市内外企業間の新たな取引を生み出す
ため、販路拡大に向けた企業間のビジネスマッチ
ングを行った。

マッチング支
援活動数

年10件
合計30件

12 13
予定を上
回った

25 83%

コロナ禍によるオンライン面談が前
提となる状況は解消したが、安定
的に企業間マッチングの機会を生
み出すために、ビジネスコーディ
ネーターと市職員との情報交換や
連携等を更に深める必要がある。

【成果維持】
継続的にビジネスマッチングの機
会創出に取り組むとともに、販路拡
大や設備投資に繋がる支援情報
の発信を行う。

実施 → → 産業振興課 ―

地元製品・サービスの
発掘・発信

○市内事業所の技術・製品・サービス等に関する情報の収集
と発信を行う
○本市事業所の製品、商品等の中で、特筆すべきものを取り
上げ、市内外にPRする

・市職員の企業訪問等によるヒアリングを実施し
た。
・産業物産展示コーナーにおいて市内事業所の製
品等の展示を行い、市内事業所の優れた技術・製
品・サービスの周知を行った。

市内事業所ヒ
アリング件数

年100件
合計300件

103 103
予定を上
回った

206 69%

コロナ禍により面談を自粛・制限す
る企業は減少したものの、ヒアリン
グ先となる新規企業の発掘が望ま
れる。

【成果維持】
新規ヒアリング先企業の発掘と併
せて、産業物産展示コーナーにお
いて製品等の展示が可能な事業者
を検討する。

実施 → → 産業振興課 商工会議所

企業間交流の促進
○「ものづくり企業交流会」事業としての各種イベント等を自
律的に実施する

機械・電気・樹脂G及び食品Gによる企業間交流を
促進するため、分科会等を実施した

各種イベント
の支援回数

年3回
合計9回

4 12
予定を上
回った

16 178%

新型コロナウイルス感染拡大によ
る影響は低減したものの、コロナ禍
の期間に企業間交流の機会が減
少したことから、企業間交流の場を
再構築する必要がある。

【成果維持】
対面でのイベント等の再開を通じ
て、企業間交流の場の再構築を目
指す。

実施 → → 産業振興課
ものづくり企業交

流会

企業間の連携事業の
促進

○「ものづくり企業交流会」が中心となって、技術や事業など
各企業の強みを生かした連携事業に取り組まれるよう支援す
る

「ものづくり企業交流会」の会員企業と共に市内大
学の「ものづくりのためのスペース」を訪問するイ
ベントを実施し、企業間及び企業と大学の連携を
図った。

連携事業の支
援回数

年1回
合計3回

1 1
予定通り
実施

2 67%

新型コロナウイルス感染拡大によ
る影響は低減したものの、コロナ禍
の期間に企業間交流の機会が減
少したことから、企業間交流の場を
再構築する必要がある。

【成果維持】
対面でのイベント等の再開を通じ
て、企業間交流の場の再構築を目
指す。

実施 → → 産業振興課
ものづくり企業交

流会

BCP策定支援 ○市内事業所に対するBCP策定を支援する
メールマガジンを活用し、BCP関連情報を市内企
業約90社に対して発信した。

BCP関連情報
発信件数

年2件
合計6件

2 2
予定通り
実施

4 67%

災害等からの時間経過と共にBCP
の必要性と意義に関する意識の希
薄化が懸念されるため、事業者が
BCPの重要性を再認識するための
関連情報の周知が必要である。

【成果維持】
商工会議所や関係機関等と連携
し、適切な情報収集と有用な情報
発信を行うことで、市内事業所の
BCP策定を支援する。

実施 → → 産業振興課 商工会議所

災害や事故に強い企
業づくりを支援

○大学や金融機関等、関係機関との連携により、セミナーや
展示会等を実施することで災害や事故に強い企業づくりを支
援する

商工会議所が主催の「事業継続計画（BCP）策定
セミナー」を後援するとともに、チラシ配架及びメー
ルマガジン等で市内ものづくり企業等に同セミ
ナーを周知した。

関連セミナー
等の周知・実
施

年1回
合計3回

1 1
予定通り
実施

2 67%

災害をはじめとする緊急事態に強
い企業づくりをテーマとしたセミナー
や関連情報は多くないため、積極
的な情報収集を行い、適切なタイミ
ングに情報発信する必要がある。

【成果維持】
商工会議所や関係機関等と連携
し、BCPセミナー等の実施や関連
情報の発信を通じて、市内事業所
のBCPに対する意識向上を図る。

実施 → → 産業振興課
大学

金融機関

④新たな産業
の担い手支援

市内ものづくり企業では、経営者の高齢
化が進んでいることから、商工会議所や
大阪府の事業承継支援機関等と連携し
ながら、会社の新たな担い手となる人材
に対して、速やかに引き継ぐことができ
る体制を整えていく。

支援機関の紹介と情報
提供

○支援機関等の支援情報をまとめた資料の作成や配布、ＨＰ
等へ掲載し、情報を発信する
○支援機関等とのマッチングを実施する

事業承継の支援に関する情報をメールマガジンに
より市内企業約90社に配信し、関連資料を窓口配
架した。

情報発信件数
年2回
合計6回

2 3
予定を上
回った

5 83%

事業承継は、事業の根幹に関わる
情報であることから、外部に情報が
出ることが稀であるため、支援を必
要とする事業者の情報を得ること
が難しい。

【成果維持】
事業承継に関する支援を必要とす
る事業者の把握に努めるとともに、
関連機関等を通じた情報収集を通
じて適切な情報発信を行う。

実施 → → 産業振興課 商工会議所

企業の研修・適性検査
など人材育成への支援

○企業訪問やメールマガジン等を通じて、国や府が行う人材
育成に関する施策情報を提供する

業務能力向上をテーマとしたセミナー情報を掲載
したメールマガジンを市内企業約90社に発信し
た。

情報発信支援
件数

年2回
合計6回

2 2
予定通り
実施

4 67%

人材不足が継続する社会情勢で
は、既存の人材の効果的な育成が
重要であるため、人材育成に関す
るセミナーや支援制度等の情報発
信を強化する必要がある。

【成果維持】
メールマガジン等により関係機関に
よる人材育成等に関する支援情報
の発信を行う。

実施 → → 産業振興課 商工会議所

大学等と市内企業との
マッチング機会の創出

○採用を希望する企業と大学等のマッチングによる、人事採
用の円滑化を促進する

市内大学に対して、市内企業が参加する市主催
の就職イベントの開催案内を配布し、就職に関し
て大学と市内企業とのマッチングに関するヒアリン
グを行った。

人材マッチン
グ支援件数

年1回
合計3回

1 1
予定通り
実施

2 67%

採用及び就職活動においては、イ
ンターネット上での個別の活動が
主軸となっており、大学と企業が直
接つながる機会が少なくなってい
る。

【成果維持】
企業と大学のニーズを把握したうえ
で、双方に有益となるマッチングに
向けた情報収集と活動を行う。

実施 → → 産業振興課 商工会議所

産官学マッチングの促
進

○先進事例の発表等を行うことで産学連携の機運を高める
「産学連携セミナー」を実施する
○市内企業の研究開発や技術課題解決をサポートするため
大学や研究機関等とのマッチングを実施する

「ものづくり企業交流会」の会員企業と共に市内大
学の「ものづくりのためのスペース」を訪問するイ
ベントを実施し、企業と大学とのマッチング機会を
設けた。

産官学マッチ
ング支援件数

年1回
合計3回

1 1
予定通り
実施

2 67%

産官学マッチングの拡大に向け
て、工業系の技術的マッチングと共
に、食品等の製品企画・アイデア面
でのマッチングも検討する必要が
ある。

【成果維持】
大学と企業の双方にマッチングに
関する取組や事例を紹介・共有し、
マ効果的なマッチング支援を目指
す。

実施 → → 産業振興課 商工会議所

既存の市内企業は、新事業の立ち上げや企業間の連携等により、さらに活発な活動を見せている。また、新たな企業が進出し、本市を拠点に活動しており、新規進出企業による雇用が定住人口の増加要因に寄与している。働く環境が良好なため、本市で働きたいという起業家や労働者が増えている。大企業のみならず、中小企業もその魅力を維持し、個性的な事業所が多数存在して
いる。
市民の生活環境と調和した、安心できる操業環境に加え、事業を継続しやすい立地、活発な事業者間の交流、支援施策等が整っていることから、他地域からの移転や創業の候補地として選ばれている。

基本目標
施策KPI

施策の方向 事業・取組 事業内容
実施スケジュール

担当課 主な連携先
指標 R3 R4

評価 進捗率 現状の課題 今後の方向性

中小企業の雇用を支援するため、多様
な人材を確保するために必要なノウハウ
の提供や採用活動の改善などを目指し
た企業向けセミナーを開催するとともに
市内企業への就業促進に向けて市内大
学や専門の養成機関との連携を強化す
る。また、学生をはじめとした若い世代に
対し、起業ノウハウの学習だけでなく、起
業にチャレンジできる仕組みなど、多様
な人と交わる機会を産官学の連携により
構築していく。

実施件
数合計

活動指標

項目 予定数
取組実績

実績件数

R3 R4 R5

「育てる」

企業の進出動向や移転情報の収集に努
め、企業立地促進条例に基づく奨励制
度を活用して企業誘致を図っていく。ま
た、市内外に向けて、奨励制度の一層の
周知を図り、民間事業者等との土地活用
の情報交換や、市関係部署と連携した
企業誘致の体制に取り組む。

②ビジネス
マッチングや
テストフィール
ドの提供

大企業と市内中小企業等が協働してイノ
ベーションを起こしていくために必要なビ
ジネスマッチングの場を企画する。また、
社会課題とのマッチングや、新たな技術
の実装の場・テストフィールドの提供につ
いても検討する。

「生み出す」

⑤雇用の確保
と人材育成、
産官学の連携

①市内事業活
動の活性化支
援

企業のBCP（事業継続計画）策定が急務
であることから、商工会議所と連携し、
BCP策定の重要性を啓発するとともに、
市内企業のBCP策定を支援する。

③BCP策定支
援

R5

市内中小企業の技術革新や販路拡大等
を図り、地域経済の活性化を促進するた
め、専門的な知識を有するビジネスコー
ディネーターを派遣し、ビジネスマッチン
グによる販路拡大や、設備投資の促進
等の支援を行う。

②企業間交流
の活性化

市内ものづくり企業で組織される「ものづ
くり企業交流会」では、自律的な活動が
積極的に行われており、市はものづくり
企業間の連携による新商品開発や新た
なイノベーションの取組を支援する。

市からの
支援に対
する満足
度

48% 52%

企業立地
促進条例
に基づく事
業者指定
数

24件
(累計)

33件
(累計)

①企業誘致の
推進

45社42社

ものづくり
企業交流
会参加企
業数

1/2



基準値 目標値
（R１） （R５）

基本目標
施策KPI

施策の方向 事業・取組 事業内容
実施スケジュール

担当課 主な連携先
指標 R3 R4

評価 進捗率 現状の課題 今後の方向性
実施件
数合計

活動指標

項目 予定数
取組実績

実績件数

R3 R4 R5 R5

地域交流スペースの周
知

○地域との交流や協働を目的としたスペース・取組を有する
企業情報の収集・発信を行う

地域との人々との交流による共創を目指す機能を
有する先進的な市内事業所に関して、ウェブサイ
トと広報誌による情報発信を行った。

企業情報の収
集・発信数

年1回
合計3回

1 1
予定通り
実施

2 67%

新型コロナウイルス感染症の影響
に加えて、企業のセキュリティ・安
全管理の厳格化の傾向が強まった
ことから、地域との交流を目指した
施設の運用に慎重な姿勢が見られ
る。

【成果維持】
企業におけるセキュリティ・安全管
理に関する同行を注視しながら、地
域との交流を目指す企業情報の収
集・発信を図る。

実施 → → 産業振興課 ―

社会貢献活動の推進
○イベント参加やボランティア等、地域貢献活動の推進に向
けた情報を発信する

市内企業が製品・サービスとともに企業の取組を
PRする、市民との交流イベント「たかつき産業フェ
スタ」の情報発信を行った。

公設の応急診療所の駐車スペースが不足する時
期に、市内事業所の協力を得て、敷地の一部を一
時的な駐車スペースとして活用可能となる体制を
整えた。

地域貢献活動
等の情報発信

年2回
合計6回

1 2
予定通り
実施

3 50%

地域貢献活動や市民・地域との交
流の拡大、課題解決等への意識は
企業規模により大きく異なるため、
希望の規模に関わらず、「まちづく
り」への参画の機会につながる情
報発信を検討する必要がある。

【成果維持】
企業における地域貢献活動の推進
や「まちづくり」への参画につながる
情報収集・発信を継続して行う。

実施 → → 産業振興課 ―

①市内企業の
定着に向けた
環境づくり

多様化・複雑化する事業者ニーズを的確
にとらえ、既存産業の基盤強化につなが
る施策に取り組む。

工場と住宅の共存
○企業が行う防音・防振・防臭等の事業に対し補助を行う企
業定着促進補助金の利用促進を図る

広報誌及び企業向けメールマガジンを通じて企業
定着促進補助金制度の周知を行った。

企業定着促進
補助金の周知

年2回
合計6回

2 2
予定通り
実施

4 67%

物価高騰等の不安定な経済情勢
により、企業における防音対策等
への設備投資に向けた機運の低下
が懸念される。

【成果維持】
市内工場の定着に向けて、操業環
境及び周辺の住環境に関する情報
収集を行うとともに、企業定着補助
金制度の周知を図る。

実施 → → 産業振興課 ―

②事業所増設
の促進

企業立地促進条例に基づく奨励制度の
活用等を通じて、既存企業及び進出企
業が行う事業所増設等の設備投資を促
進する。

既存企業の事業所増
設等の設備投資を促
進

○企業立地促進条例に基づき、既存事業所の増設・建替等
を奨励することで、企業の定着促進を図る

企業へのヒアリングを通じて、増設・建替等の設備
投資に関する情報収集及び企業立地促進制度等
の情報提供を行った。

市内企業への
ヒアリング件
数

年10件
合計30件

15 4
予定を下
回った

19 63%

物価高騰等の不安定な経済情勢
により、企業における新規立地や
増設・建替等の設備投資に向けた
機運の低下が懸念される。

【成果維持】
企業立地促進制度を中心として、
企業の動向とニーズに応じた各種
支援施策の周知を行うことで、市内
企業の設備投資の促進を図る。

実施 → → 産業振興課 ―

③企業誘致体
制の整備

市内外に向けて、奨励制度の一層の周
知を図り、金融機関等との土地活用の情
報交換や、市関係部署が連携した企業
誘致の体制強化に取り組む。

土地活用に向けた調整
○関係部署と連携した土地活用の検討を行う
○企業進出ニーズの把握に努める

・市有地の管理部門と土地活用に関する情報交
換を行った。
・企業ヒアリングを通じて企業のニーズ調査と企業
立地促進制度の情報提供等を実施した。

土地活用に関
する情報交換
回数

年3回
合計9回

6 2
予定を下
回った

8 89%

土地活用及び企業誘致の推進に
は、企業用地のストック情報と企業
ニーズの把握が重要となるため、
関係部署及び立地を検討する企業
との緊密な関係構築が求められ
る。

【成果維持】
企業用地と企業ニーズに関する情
報を適時更新することで、立地を検
討する企業に対する効果的な情報
提供を行う。

実施 → →
産業振興課
都市づくり推進課 金融機関

多様な媒体を活用した
支援策の発信

○市ホームページや広報紙、メールマガジンといった既存の
媒体を活用した発信を行う
○新たな媒体を発掘・活用し、発信を行う

メールマガジンを活用し、国・府・市及び関連機関
支援施策を市内企業約90社に配信した。

支援施策の情
報発信

年12回
合計36回

14 13
予定を上
回った

27 75%

企業担当者の異動等によりメール
マガジンの配信が未着となるケー
スがみられるため、定期的に配信
先情報の更新や追加を行う必要が
ある。

【成果維持】
引き続き、企業のニーズに応じた
最新の支援施策等に関する情報発
信を行う。

実施 → → 産業振興課 商工会議所

支援機関の紹介と情報
提供

○支援機関等の支援情報をまとめた資料の作成や配布、ＨＰ
等へ掲載し、情報を発信する
○学術研究施設等とのマッチングを実施する

・企業が受講するビジネス関連の研修において、
国の支援機関・制度をまとめた資料による情報提
供を行った。
・市内大学による大阪・関西万博への共同出展企
業の募集に関する情報をメールマガジンにより発
信した。

情報発信件数
年2回
合計6回

2 2
予定通り
実施

4 67%

企業支援に関する情報の種類と更
新頻度が多いことから、適切な時
期に企業ニーズに応じた支援機関
の紹介及び支援情報の提供を行う
必要がある。

【成果維持】
引き続き、企業のニーズに即した
支援機関や支援施策等の情報発
信を行う。

実施 → → 産業振興課 商工会議所

産業・ビジネスイベント
への参加促進

○地元企業と連携を強化しつつ、メルマガ等を活用し、各種
支援機関等が開催するビジネスイベント等の情報提供によ
り、市外企業が市内企業の技術・製品・サービスを知る機会
拡大を図る

府・会議所が実施するビジネスイベント情報をメー
ルマガジンにより発信した。

情報発信件数
年3回
合計9回

3 3
予定通り
実施

6 67%

国・府・支援機関等を含めると、ビ
ジネスイベントの種類が多岐にわ
たることから、情報提供先の企業に
適した内容・時期のイベントを選定
する必要がある。

【成果維持】
オンライン形式でのイベントが増え
ており、地理的距離を問わず参加
可能なイベントが増えているため、
市内企業に有益と推定されるイベ
ントは近隣での開催かどうかを問
わず積極的に情報収集し、市内企
業に向けて情報提供を行う。

実施 → → 産業振興課 商工会議所

関係課と連携した総合
的な周知

〇企業立地促進条例に基づく奨励制度をはじめ、本市の魅
力が総合的に伝わるよう、部門を問わず作成されたパンフ
レット等を活用した周知に取り組む

・市外事業所に企業誘致パンフレットの配布によ
る企業立地促進制度等の周知を行った。
・営業に訪れた事業者に窓口でパンフレット等を配
布し本市の取組を紹介した。

パンフレット等
配付企業数

年200社
合計600社

127 216
予定を上
回った

343 57%

・企業誘致パンフレットによる企業
立地支援制度の周知に合わせて、
立地を検討する可能性の高い企業
に向けた情報発信の方法を検討す
る必要がある。

【成果維持】
引き続き、市外企業へ本市の企業
立地における優位性をの周知を行
うことで、立地を検討する企業との
関係構築と市内への新規立地を図
る。

実施 → →
産業振興課
観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課
都市づくり推進課

―

③職員による
企業訪問

職員による企業訪問やヒアリングを通
じ、企業の立地動向、企業ニーズの把握
と情報収集、行政と企業の良好な関係づ
くりに努め、企業に有益な情報のPR等を
積極的に行う。

企業訪問・ヒアリングに
よる関係構築と情報収
集

○ビジネスコーディネーターの企業訪問・ヒアリングによる収
集情報等の活用を促進する
○市職員による効果的な企業訪問・ヒアリングの実施を行う

ビジネスコーディネーターの活動により得られた情
報を活用し、企業への直接訪問に加えて電話や
メールによるヒアリング、情報交換を行った。

市内事業所ヒ
アリング件数

年40件
合計120件

46 58
予定を上
回った

104 87%

コロナ禍による対面での打合せの
自粛・制限を経て、企業におけるリ
モート勤務やオンライン面談が標
準化されたことにより、対面での面
談の機会を設けることが難しくなっ
ている。

【成果維持】
対面での面談を通じた企業との関
係構築に加えて、メール・電話・オ
ンライン等の方法を活用し、市内事
業所へのヒアリング行う。

実施 → → 産業振興課 ―

産業教育の推進
○「工業の現場見学（オープンファクトリー）」等、事業所、店
舗における職業体験機会の拡大を図る

オープンたかつきにおいて現場見学（オープンファ
クトリー）を行い、職業体験機会の拡大を図った。

働きかけた企
業数

年5件
合計15件

6 8
予定を上
回った

14 93%
継続して事業者に協力を呼び掛け
るとともに、新規開拓を行う必要が
ある。

【成果維持】
継続して事業者に協力を呼び掛け
るとともに、新規開拓を行う。

実施 → →
産業振興課
観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課

事業者
商工会議所
観光協会

たかつき産業フェスタ
の開催

〇高槻商工会議所と共同で、市内企業・機関と市民の交流イ
ベント「たかつき産業フェスタ」を開催する

高槻商工会議所と共同で、市内企業・機関と市民
の交流イベント「たかつき産業フェスタ」を開催し
た。

参加企業数
年30社
延べ90社

31 35
予定を上
回った

66 73%

会場を市役所庁舎から安満遺跡公
園に変更したことにより、屋外ス
ペースの利用をはじめコンテンツ拡
充の可能性が増したため、会場の
特性を活かしたイベント企画が求め
られる。

【成果維持】
多様な事業者の参加・協力を募り、
コンテンツを拡充することで、高槻
の産業の魅力をより効果的にPR
し、企業と市民の交流を促進を図
る。

実施 → → 産業振興課 商工会議所

各企業が地域社会の一員として企業活
動を市民に発信、製品・サービス等の体
験の機会を設けることで、市民が地元企
業に愛着や関心を抱くことができるよう、
企業と市民との交流の場を提供する。

本市の優れた立地特性や交通利便性を
周知するため、市外に立地する企業に
対して、企業立地促進条例に基づく奨励
制度等のパンフレットを活用した広報活
動を積極的に行う。

本市の支援策とともに、連携が期待でき
る学術研究施設や豊富なノウハウを持
つ支援機関に関する情報を企業向けに
発信する。

事業者において地域との交流は、企業
の社会的責任（CSR）だけでなく、企業価
値や従業員の意欲向上等、経営に好影
響を与えるといった認識を広める取組を
行う。また、地域においても、事業者の存
在や企業活動そのものがますます重要
となるため、事業者にも本市の地域社会
を構成する一員である「企業市民」として
の活動を支援することで、一層の意識向
上や市民・地域との交流の拡大、課題解
決等、「まちづくり」へ参画する機会の拡
大を図っていく。

「伝える」

「たかつき
産業フェス
タ」来場者

数

6,500人 6,650人

①支援施策・
支援機関の周
知

④企業と市民
の交流促進

②市外企業へ
の広報活動

「整える」

市内企業
向け支援
策活用件
数

17件
(H22～
R1)

6件
(R3～5)

「育てる」

⑥企業市民の
「まちづくり」
への参画

市からの
支援に対
する満足
度

48% 52%

2/2



高槻市産業・観光振興ビジョン実施計画事業実績一覧Phase１（R３～R5）＜観光分野＞
【将来のイメージ】

基準値 目標値
（R１） （R５）

観光協会主催事業の
支援

〇観光協会が主催するイベント（さくら祭り等）の支援を行う
観光協会が主催するイベント（さくら祭り等）の支
援を行った。

イベント支援
件数

年10件
合計30件

5 5
予定を下
回った

10 33%
新たな観光資源の発掘に努め、イ
ベント等により市内外にその魅力を
発信していく必要がある。

【成果維持】
観光協会主催事業の支援を継続
する。

実施 → → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課 観光協会

オープンたかつきの実
施

〇市・観光協会・商工会議所が主体となり、事業者や商業団
体、大学等と連携して多彩な体験交流型観光プログラムを実
施する

市・観光協会・商工会議所が主体となり、事業者
や商業団体、大学等と連携して多彩な体験交流
型観光プログラムを実施した。

オープンたか
つきイベント
実施数

年50本
合計150本

80 101
予定を上
回った

181 121%

・事業動員数、市外来訪者の増加
を図る必要がある。
・取組の新鮮さを保つため、新規プ
ログラムを開発する必要がある。

【成果維持】
・集客数100人以上の中規模イベン
トを開催する。
・新規プログラムの開発に努める。

実施 → → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課
観光協会
商工会議所

②周遊性の向
上

駅周辺と観光施設や観光プログラム実
施場所との接続を強化するため、お店や
スポット等を巡りながら、歩きたくなるよう
な街並みの整備や新たな観光ルートの
開発、魅力的なガイドツアーの実施な
ど、市内の周遊性を高める取組を推進す
る。

周遊観光プログラムの
開発

〇体験交流型観光プログラム「オープンたかつき」での周遊
性を意識したプログラムを開発し、定期的な実施を実現する

体験交流型観光プログラム「オープンたかつき」で
の周遊性を意識したプログラムを実施した。

オープンたか
つきイベント
実施数

年50本
合計150本

80 101
予定を上
回った

181 121%
新たな観光ルートの開発や魅力的
なガイドツアーを実施する必要があ
る。

【成果維持】
新たなエリアでガイドツアーを企画
する。

実施 → → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課
観光協会
商工会議所

③観光連携協
定自治体との
広域連携企画
の実施

市域を跨いだ広域での観光を推進する
ため、観光連携協定等のネットワークを
活かして、他自治体と連携した取組を企
画・実施していく。
それぞれの地域が持つ魅力を組み合わ
せることで、単一の地域では押し出せな
い、面的な新たな魅力の創出を図る。

広域連携プログラムの
実施

〇観光連携協定など、自治体間の連携協定を有効に活用し
た広域観光プログラムを実施する

オープンたかつきにおいて、他自治体と連携した
ツアーを実施した。

広域観光プロ
グラム実施数

年3本
合計9本

1 1
予定を下
回った

2 22%

年2本のプログラムを予定していた
が、内1本については、最少催行人
数に達しなかったため中止となっ
た。

【成果維持】
プログラムに対し、より多くの応募
が集まるよう情報発信に努める。

実施 → → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課
観光協会
商工会議所

④本市独自の
ご当地グッズ
や土産品と
いった観光商
品の創出と販
売促進

高槻商工会議所や民間事業者等と連携
して、ご当地グッズや土産品といった新
たな観光商品を創出するとともに、既存
の土産品等でも表現や仕掛けを工夫す
ることで、本市の特色ある商品となるよう
取り組む。また、商品を購入しやすい環
境の確保等に高槻商工会議所等と連携
して取り組む。

たかつき土産認定制度
の支援

〇高槻商工会議所の「たかつき土産認定制度」に補助金を支
給し、支援するとともに、特産品等を全国にＰＲし、販売チャネ
ルを確立する

高槻商工会議所の「たかつき土産認定制度」に補
助金を支給し、支援を行った。また、ふるさと納税
制度の返礼品としても取り扱いを行い、全国の寄
附者にPRを行った。

たかつき土産
認定数

年3件
合計9件

7 6
予定を上
回った

13 144%
更なる特産品の認知度の向上とと
もに、販路及び需要量の拡大を
図っていく必要がある。

【成果維持】
引き続き、高槻商工会議所の「たか
つき土産認定制度」に補助金を支
給し、支援するとともに、ふるさと納
税制度を活用する等により、特産
品等を全国にＰＲし、販路の拡大を
図る。

実施 → → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課
商工会議所
観光協会

⑤ICTを活用
した観光プロ
グラムの検討
(研究)

令和２年に発生した新型コロナウイルス
感染症を教訓に、ICTを有効活用するな
ど観光業を取り巻く変化に柔軟に対応で
きる新たな観光プログラムの実施を検討
する。

オンラインコンテンツの
調査研究

〇動画コンテンツやオンラインイベントなど、ＩＣＴを有効活用
し、自宅に居ながら高槻の魅力を楽しめるような企画を検討
する

ニコニコ生放送を活用したコンテンツを公開した。
民間事業者と高槻市観光協会が連携し観光メタ
バースアプリの体験版を公開した。

- - 実施 実施
予定通り
実施

- -
実際の来訪につなげる仕掛けをつ
くる必要がある。

【成果維持】
観光アプリやSNSを活用し、来訪を
促進する。

調査
研究

検討 実施 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課 観光協会

①観光推進体
制の強化

高槻市観光協会を観光分野のコアにし
て、市内事業者を含めたネットワークを
強固にするとともに、本推進体制が「まち
づくり」も含めた賑わいを創出することを
目指す。

ネットワーク会議の開
催

〇オープンたかつきのプログラム提供事業者による「ネット
ワーク会議」の円滑な運営支援と参加事業者の増加を促進さ
せる

オープンたかつきのプログラム提供事業者による
「ネットワーク会議」を開催し、運営支援と参加事
業者の増加を促進させた。

ネットワーク会
議参加事業者
数

年2者増加
合計6者増

加
6 ▲ 22

予定を下
回った

-16 -267%
現参加事業者の継続参加、新規事
業者の参加を促進する必要があ
る。

【成果維持】
ネットワーク会議を定期的に開催
し、情報共有を図るとともに事業者
間の連携を促進する。

実施 → → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課 観光協会

②観光の担い
手の育成

市内には本市の魅力を熟知している市
民・事業者が多数存在する。そうした市
民や事業者が、市外からの来訪者をもて
なすための機運醸成を図るとともに、新
たな人材の発掘と育成を支援する。

観光ボランティアガイド
等の活用

○観光ボランティアガイドを育成し、来訪者の受け入れ体制
を確保する
○定期的に観光ボランティア会議における情報交換を行う

市、観光協会、ボランティアガイドの3者で定期的
に会議を開催し、最新の情報共有や、今後の方向
性などについて協議を行った。

会議実施数
年6回

合計18回
6 6

予定通り
実施

12 67%
継続してガイド人材の育成に努め
る必要がある。

【成果維持】
今後も定期的な会議の開催により
情報共有を行っていく。

実施 → → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課 観光協会

③関係機関と
の連携

国や経済団体、大阪観光局等の広域機
関と連携し、歴史街道推進協議会や阪
急京都線沿線観光歩き実行委員会等も
含め、本市と歴史的つながりのある地域
と連携した取組を推進する。

歴史的魅力資源の活
用

〇阪急沿線観光あるき事業に参画する
〇歴史街道推進協議会連携事業に参画する

・阪急沿線観光あるき事業に参画した。　
・歴史街道推進協議会連携事業に参画した。

連携イベント
の実施

年3回
合計9回

2 3
予定通り
実施

5 56%

阪急沿線観光あるきガイドツアーに
ついて、予定どおり年3回実施し
た。
前年度の課題であった市外応募者
の増加については、前年度と比較
して２倍の市外応募があり、応募者
全体の半数を超えた。

【成果維持】
今後も本市の観光資源の魅力を伝
えるツアーを企画するとともに、
ホームページやSNSを活用した市
内外への広報活動を継続する。

実施 → → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課 阪急電鉄
歴史街道推進協議会

④コンベンショ
ン機能の推進
とMICEの検討
（研究）

令和５年３月に開館予定の新芸術文化
劇場や令和２年８月に開業したコンベン
ション機能を有するＪＲ高槻駅前のシティ
ホテルを活用し、本市の交通利便性を
PRし、高槻市観光協会と連携して、学会
等、全国的な催しのといったMICE誘致な
ど、可能性の検討を行う。

ＭＩＣＥ誘致の調査研究
〇令和２年８月開業した「ホテルアベスト高槻」や今後開館予
定の新芸術文化劇場を活用し、MICE誘致の可能性を調査研
究する

・MICE誘致の可能性を調査研究するとともに、誘
致に取り組んだ。
・加えて、別の動きとして、本市と日本将棋連盟と
の包括連携協定の締結後、各種将棋文化の振興
を行う中、同連盟への誘致の提案によって、全国
将棋サミットの開催が決定した。

- - 実施 実施
予定通り
実施

- -
継続した活用に繋げる必要があ
る。

【成果維持】
高槻市観光協会と連携し、MICE誘
致の調査研究を継続する。

調査
研究

→ → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課 観光協会

①周遊観光
MaaSの検討
（研究）

市営バスを利用して今城塚古代歴史館
をはじめとした観光資源を含む周遊観光
ルートの導入実験を検討するとともに、
新たな技術を活用したモビリティの検討
等、誰もが移動しやすい取組を検討して
いく。

交通部との観光プログ
ラムの開発

〇交通部とタイアップし、観光アプリを活用した周遊観光Ｍ
aaSに関する企画の開発と運用を実施する

・高槻市の重要な観光資源となる安満遺跡公園へ
のアクセスを強化するため、公園前を通る新規路
線の検討を行い、令和5年4月1日に運行開始予
定。
・オープンたかつきにおいて、市営バスの利用を
前提としたプログラムを実施し、市営バスによる周
遊観光を促進した。

プログラム数
令和5年度

1本
1 10

予定を上
回った

11 1100%

・デジタル乗車券「１dayスマート乗
車券」の販売割合が、１day乗車券
全体の約１７％にとどまっている。
・プログラム全体のバランスに配慮
しながら、市営バス利用を前提とし
たプログラムを企画する必要があ
る。

・観光需要の回復を見据え、いつで
もどこでも買える便利な「１dayス
マート乗車券」の周知を重ね、販売
割合を高めていく。
・継続して市営バス利用を前提とし
たプログラムを企画、提供していく。

調査
研究

→ 実施
観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課

交通部 観光協会

②周遊観光の
ためのコンテ
ンツ整備

周遊観光MaaSの実現及び、観光プログ
ラム等の受付や観光施設周辺店舗の紹
介による消費喚起策を推進するため、観
光アプリを運用する。

観光アプリの運用支援
〇観光協会が運用する「たかつき観光アプリ」の活用と利用
者を増やす

QRガチャ機能を追加し、イベント等でダウンロード
の促進を図った

アプリダウン
ロード数

前年度比
5％増加

382%増加 191%増加
予定を上
回った

- 利用者を増加させる必要がある。

【拡充】
観光アプリを利用した観光プログラ
ムを開発するなど、利用促進と機
能拡充を図る

実施 → → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課 観光協会

③歴史資源を
活かした観光
基盤の整備検
討

「歴史の散歩路」等、周遊ルートを活か
すため、市内の歴史遺産に関する説明
板や案内板の更なる整備を検討・推進
する。

歴史的魅力資源の活
用整備

〇「歴史の散歩路」「まちかど遺産」等の説明板、観光スポッ
トの案内板の維持管理及び整備を通して歴史遺産の活用を
促進する

・摂津峡周辺の看板設置及び更新については、令
和２年度に終了した。
・令和４年度は、経年劣化した「歴史の散歩路」標
柱６台を更新（取替）した他、標柱１５台・説明板１
１枚の修繕を行った。

案内板等の整
備・更新件数

年5カ所
合計15カ

所
1 32

予定を上
回った

33 220%

・摂津峡周辺については、史跡指
定を踏まえ、文化財課等関係課と
連携し取組を進める必要がある。
・予算の上限があり、単年度内で更
新・修繕可能な数量が限られてい
ること。

【成果維持】
・摂津峡周辺については、史跡指
定を踏まえ、文化財課等関係課と
連携し取組を進める。
・これまで同様点検を行い、緊急性
の高いものから更新・修繕を進めて
いく。

実施 → →
観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課

文化財課 ―

取組実績
実績件数

R3 R4 R5予定数

観光協会を中心とした事業者ネットワークが構築され、様々な資源を活用した体験観光プログラムの開発が進み、幅広いジャンルのイベントが市内随所で行われている。
公共交通機関を含めて観光動線が確保されており、「来て・見て・回遊して・楽しむ・食す」といった観光の要素を十分満喫できる環境が整っている。
事業者・市民・行政が一体となって来訪者をもてなす雰囲気を作り出しており、市民は本市への愛着を持ち、来訪者は自分の嗜好に合わせ、大規模集客イベントから地元個店によるワークショップ等の小規模企画まで、本市でのみ味わえる「たかつきＤＡＹＳ」を楽しんでいる。
歴史やサブカルチャー、食をはじめとする個性的な地域観光資源の魅力を現地だけでなく、観光関連サイトやSNS等においても、至るところで触れることができる街になっている。これらの魅力がマスメディアにも取り上げられ、賑わいが絶えない街となっている。

基本目標
施策KPI

施策の方向 事業・取組 事業内容
実施スケジュール

担当課 主な連携先
指標 R3 R4 R5

活動指標

項目
評価 進捗率 現状の課題 今後の方向性

実績件
数合計

前年度
比

5%増加

36

「整える」

市内では高槻の魅力や資源を活かした
有志の集客イベントが多数開催されてい
る。これらのイベントを観光資源として発
信するため、関係団体等と連携して情報
収集に努めるとともに、新たな取組の発
掘に努めていく。
また、それらの取組に加えて市内の歴
史、自然、文化、商工業、農林業といっ
た幅広い分野の地域資源を活かした観
光プログラムの開発を推進する。

①集客イベン
トの発掘や観
光プログラム
の開発

「生み出す」
毎年
増加

市内で過
ごす市民
数＋市外
からの来
訪者数

9,643,063
人

「育てる」

オープンた
かつきネッ
トワーク会
議参加事
業者数

30

観光アプリ
のダウン
ロード数

（R2年度
末）



基準値 目標値
（R１） （R５）

取組実績
実績件数

R3 R4 R5予定数
基本目標

施策KPI
施策の方向 事業・取組 事業内容

実施スケジュール

担当課 主な連携先
指標 R3 R4 R5

活動指標

項目
評価 進捗率 現状の課題 今後の方向性

実績件
数合計

④摂津峡周辺
の活性化

摂津峡周辺地域において、自然環境の
保全を基調とした観光振興を図るため、
市民・事業者・関係団体等との連携・協
働により推進していく。また、芥川山城跡
の国史跡化に向けた取組を見据え、来
訪者がエリア全体の自然を満喫できるよ
うに、遊歩道や案内サイン等、適宜、環
境の整備について調査・検討する。

摂津峡周辺の活性化

〇観光協会が実施する「さくら祭り」等、摂津峡公園を活用し
たソフト事業を支援する
〇摂津峡周辺の自然を生かした体験プログラム等を実施し、
施設の利用促進を図る
〇芥川山城跡の国史跡指定に向けた取組のＰＲ活動を促進
する

・観光協会が実施する「さくら祭り」に関して、摂津
峡公園とその周辺の安全管理及び交通対策等に
要する費用として負担金を支出した。
・観光協会が実施する「さくら祭り」等、摂津峡公園
を活用したソフト事業を支援した。
・摂津峡周辺の自然や歴史遺産を生かした体験プ
ログラム等を実施し、施設の利用促進を図った。
・芥川城跡が令和４年１１月に国の史跡指定を受
けた。
・芥川山城跡が国の史跡指定を受けたことにあわ
せて、名称を芥川城跡へ変更した。
・アプリ「AR芥川城」を開発し、現地散策の魅力を
高めた。
・環境整備として不通になっていた一部ルートの修
繕（整備）を行った。
・しろあと歴史館で、芥川城主であった三好長慶に
関する特別展と、芥川城跡の調査成果に関するト
ピック展示を開催した。
・芥川城跡の国史跡指定を受けて、記念講演会を
開催した。また、記念御城印・武将印を販売した。
・摂津峡青少年キャンプ場において、キャンプ体験
事業など自然体験活動や野外体験学習を実施し
た。
（R４実績）
・キャンプ体験事業　7件
・ホップ！ステップ！キャンプ！　3件
・夏のキャンプ事業　3件
・冬のキャンプ事業　2件
・遊ベンチャー　1件

摂津峡周辺に
おけるプログ
ラム数

年3本
合計9本

17 26
予定を上
回った

43 478%

・摂津峡周辺については、史跡指
定を踏まえ、関係課が連携し取組
を進める必要がある。
・より一層施設が利用されるよう、
魅力的なプログラムを実施する。
・登城ルートの維持管理（倒木等）
・案内サインやトイレ等の整備
より一層施設が利用されるよう、魅
力的なプログラムを実施する。

【成果維持】
・摂津峡周辺については、史跡指
定を踏まえ、関係課が連携し取組
を進める。
・引き続き自然を生かした体験プロ
グラムを実施し、施設の利用促進
を図る。
・国史跡芥川城跡の魅力を全国に
発信していく。
・一部未指定範囲の追加指定を目
指すとともに保存活用計画策定を
進める。
・引き続き自然を生かした体験プロ
グラムを実施し、施設の利用促進
を図る。

実施 → →

観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課

文化財課
公園課
青少年課

―

⑤インバウン
ド対応の検討

本市におけるインバウンド誘客の可能性
を検討するとともに、令和３年（２０２１年）
自国開催のオリンピック・パラリンピック
や令和７年（２０２５年）の大阪万博開催
といった外国人観光客の経済波及効果
を享受するため、多言語対応の案内表
示板の整備、多言語表記の案内パンフ
レットの整備等に取り組む。

インバウンド対応の調
査研究

〇本市へのインバウンド客の状況を調査するとともに、動向
や需要の調査研究を実施する

大阪・関西万博「TEAM EXPO 2025」の共創チャレ
ンジの取組としてオープンたかつきを実施した。

- - 実施 -
予定通り
実施

- -
大阪・関西万博を見据えたプログラ
ムの開発が必要である。

【成果維持】
高槻市観光協会、高槻商工会議所
と連携を強化し、大阪・関西万博を
意識したプログラムを開発する。

調査
研究

→ → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課 観光協会

⑥新たなス
ポットの創出

（研究）

道路空間を始め、壁面や公園等につい
て、地域活性化や賑わい創出等の観点
から、新たな活用方法を検討し、集客ス
ポットを創出することで、市内の周遊性を
高める。

中心市街地での集客
スポットの創出（調査研
究）

〇集客スポットの創出に関する調査研究を行う
関係機関と道路空間の有効活用について調査研
究を行った。

- - 実施 -
予定通り
実施

- - 引き続き、調査研究が必要である。
【成果維持】
引き続き、調査研究を行う。

調査
研究

検討 実施
観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課
都市づくり推進課 ―

①情報発信の
強化

一般的な観光情報だけでなく、ローカル
な本市の魅力の発信や地域のイベント
情報等を発信していく。また、その情報
発信を強化し、知りたい情報を気軽に得
られるよう、デジタル技術を活用した取組
みも進めていく。

情報発信の強化

〇ホームページ等各種広報媒体の特性を活かした継続的な
情報発信を行い、市内外への情報発信力を強化するととも
に、本市の観光資源やイベントについてのメディア等へのプ
レスリリースを積極的に実施する

本市の観光資源やプロモーションについてのメ
ディア等へのプレスリリースを積極的に実施した。

メディア掲載
数

年50本
合計150本

440 489
予定を上
回った

929 619%
本市の観光資源やイベントについ
てのメディア等へのプレスリリース
を積極的に実施する必要がある。

【成果維持】
本市の観光資源やイベントについ
てのメディア等へのプレスリリース
を積極的に実施する。

実施 → → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課 観光協会

②SNSを活用
した情報発信

SNSを活用し、市外に向けて観光資源の
魅力を広く継続的に伝え愛着を醸成する
ほか、観光プロモーションとの連動によ
り、「高槻好き」からの情報発信を促すこ
とで、より幅広い市外との接点を獲得し
ていく。

ＳＮＳの活用
〇TwitterやFacebook、Instagram等のSNSを有効に活用し、
各機関と連携を図りながら情報発信を行う

各機関と連携を図りながら、本市のプロモーション
などの情報発信を行った。

Twitterフォロ
ワー数

年5％増加
(令和2年

度末基準)
209％増 166%増

予定を上
回った

- 166%
今後も積極的な情報発信を実施す
る。

【成果維持】
各機関と連携を図りながら情報発
信を継続する。

実施 → → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課 観光協会

③観光プロ
モーションの
実施

スモールマス型社会へ対応するため、本
市で自分の好きな事を楽しんでもらえる
よう、既存の観光スタイルにとらわれな
い、来訪者の潜在的な嗜好と本市ならで
はの魅力を符合させた、新しい観光プロ
モーションを実施する。

観光プロモーションの
実施

〇対象者の嗜好に合わせ、ＳＮＳ等を活用した効果的なメ
ディア戦略やイベント実施による広域的な観光プロモーション
「ＢＯＴＴＯたかつき」を推進する

委託業務、大学連携、市自主企画など、メディア
やSNSを活用した取組を複数実施した。

プロモーション
の企画数

年3本
合計9本

8 9
予定を上
回った

17 283%
プロモーションのさらなる充実を目
指す必要がある。

【拡充】
本市の魅力を新たな切り口で積極
的に発信する。

実施 → → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課 ―

④広域的な情
報発信

各観光連携協定自治体との情報共有に
基づく双方発信や、イベント企画の情報
提供等を実践していく。また、観光協会と
連携し、市内宿泊施設を活用した旅行ツ
アー等のプログラムPRを通じて、本市の
魅力を全国に発信できるように取り組
む。

観光連携協定自治体と
の旅行ツアープログラ
ムの実施

〇観光協会と連携して広域連携自治体との旅行ツアーの開
催及び連携自治体エリアでの本市観光ＰＲを実施する

・観光協会と連携して広域連携自治体との旅行ツ
アーを開催した。

広域観光プロ
グラム実施数

年3本
合計9本

1 1
予定を下
回った

2 22%
年2本のプログラムを予定していた
が、内1本について、最少催行人数
に達しなかったため中止となった。

【成果維持】
プログラムに対し、より多くの応募
が集まるよう情報発信に努める。

実施 → → 観光ｼﾃｨｾｰﾙｽ課 ―

「伝える」
観光関連
サイトの年
間閲覧数

578,879
PV

703,631
PV

前年度
比

5%増加
「整える」

観光アプリ
のダウン
ロード数

（R2年度
末）


